田口卯吉の『時事新報』批判 by 川崎 勝














治 15）10 月 15 日の第 76 号で突然廃刊されたことによって打ち切られて









ター、2018 年 3 月）、論文Ⅱ「田口卯吉の鉄道論― 福沢諭吉・『東海経
済新報』との関連で―」（『武蔵野大学政治経済研究所年報』第 15 号、







明治十四年政変の 2 ヶ月後、1881 年（明治 14）11 月 19 日―12 月 17 日
の『東京経済雑誌』（T87-91）は、「三菱会社助成金ヲ論ズ」（④ 52-64）





11 月 11 日、政府が鉄道特許条約書を下附したことによって、資本金 2000
万円の日本鉄道会社が設立されたことにあった。かつて日本鉄道会社定款
をもとに論じた「鉄道論」（T58・T60、1881 年 4 月 5 日・25 日）を、日
本鉄道会社に与えられた「特許条約書」にみられる権利義務を紹介しなが
ら現状の動向に基づいて再論したものであった。政府の保護の上に成り立
つ会社の利益は、東京―高崎間で 6、7 分、東京―青森間ではわずかに 3、






















































由新聞社の客員になるなど、自由党の活動に参加し、翌 1883 年（明治 16）
1 月には、東京株式取引所肝煎に就任する。
この間、1882 年 3 月 1 日、福沢諭吉によって『時事新報』が創刊された。
田口の『時事新報』批判は、6 月 24 日の「読時事新報」（T117）が最初
で、維新以来の政治社会を回顧しながら国会開設に向かって官民調和の必


























































































































































1883 年 7 月 26 日、日本鉄道会社の東京―熊谷間開業式が行なわれ、7
月 28 日、通常運転が開始された。この機をとらえて、1 年以上沈黙して



































































































































る田口は、その根拠を、1881 年 1 月から 1883 年 6 月 30 日までの「日本
鉄道会社第三回会計報告書」に求め、発行株金高 597.5 万円のうち約 2 割





























『時事新報』は、1883 年 11 月 30 日「東京大阪間ノ鉄道聯絡」で、政府
が中山道路線に対して次年度予算に 50 万円を計上して工部省に工事着手





















た。この建設費は、政府と日本鉄道会社の山手線案によれば 94 万 3000 円







































































こうした中で、『東京経済雑誌』（T216）は、1884 年 5 月 31 日、嵯峨正
作が 5 月 3 日に井生村楼で行なった演説「鉄道創設を政府に勧むるは其れ
将た今日に得策乎」を「経済演説」として掲載した。それは、『時事新報』
に掲載された「政府ハ既成ノ鉄道ヲ人民ニ売渡シ其代金ヲ以テ別ニ新線路
ヲ敷設スベシ」（4 月 17 日）、「未来ノ鉄道事業」（4 月 23 日）、「鉄道株券ト




































（④ 175-176）といい、6 月 7 日「鉄道会社は専売特許にあらず」（T217）
では、田口の理論的支柱でもあったマカロックの鉄道管理法意見を批判す
る論考をも掲載して、鉄道民設論を強く求めた。






この間の旅客 1 日平均 600 人の往来があり、まず途中の藤沢までの馬車代
35 銭と同じに見積もれば 1 日 210 円、1 年 7 万 5600 円、小田原の魚類静
岡の茶などの貨物 5000 円、合計 8 万 600 円、支出 3 万円、差引差額 5 万
600 円で、敷設入費 30 万円。30 万円で年々 5 万円の利益があるとすれば、
「今日の商況に於て亦た佳利ならずや」と指摘した。























































めていくべきであるということであった。7 月 19 日に東京と西京を結ぶ






















































































口は、10 月、東京株式取引所を辞任し、持株売却で得た 1 万円余を両毛
鉄道発起への資金とし、日本鉄道第一区と第二区を連結する両毛鉄道会社
を設立し、自ら社長になって、「我邦のマンチヱストル」なる両毛鉄道を
完成に導いた。10 月 7 日に測量が終わり、「両毛鉄道第一区線路収支予算
調」「両毛鉄道第二区線路収支予算調」が作成され、11 月 28 日両毛鉄道株
主総会が開かれ、翌 1887 年（明治 20）5 月 17 日、鉄道局長から認可受け、









こるのである。田口は、1889 年 1 月 29 日両毛鉄道全線開通式に出席直後、
臨時株主総会で役員を解任された。
両毛鉄道は、1890 年 11 月 20 日、小山―前橋間が全通した。その後の
景気回復で、1893 年（明治 26）9 月には、株価も 91 円 39 銭の最高値に




『時事新報』の社長中上川彦次郎は、1886 年 12 月に神戸―姫路間鉄道の
発起人である三菱会社の荘田平五郎の依頼を受けた福沢の後押しによっ
て、時事新報社を退社して、山陽鉄道会社の社長に就任したのである。山
陽鉄道会社は、1887 年 5 月に公布された私設鉄道条例に基づいて、神戸
136











































































































来していたのである。それが、嵯峨正作が問題にした、1884 年 3 月から 5
月にかけての『時事新報』の社説である。先に取り上げた「大ニ鉄道ヲ布
設スルモ商業顚滅ノ奇タル気遣ヒナシ」を読んだとき、1880 年（明治 13）









































　•『東京経済雑誌』第 87 号→ T87 とした（『鼎軒田口卯吉全集』吉川弘文　







『武蔵野大学政治経済研究所年報』第 5 号、2012 年 5 月、参照。
2 本論は、『鼎軒田口卯吉全集』には採録されていないが、田口卯吉の論と見
なす。
3 一例を挙げれば、1883 年 7 月 10 日には、株主野沢雞一、今村長善、明石春
作から社長吉井友実に宛てた「投票発言権ノ制限ヲ寛ニスル請求書」（T172、







れたか判然としないが、福沢諭吉の「帝室論」（1882 年 4 月 26 日―5 月 11 日
『時事新報』掲載）、「藩閥寡人政府論」（5 月 17 日―6 月 17 日『時事新報』
142
掲載）以降、「寡人政治」などと共に、一般化していくようである。
5 この福沢の主張については、「福沢諭吉書簡岩倉具視宛」1882 年 8 月 6 日付
を見よ。『福沢諭吉書簡集』第 3 巻、225 頁。なお、川崎勝「板垣洋行問題
とその周辺」『福沢諭吉年鑑』44、福沢諭吉協会、2017 年 12 月、41-43 頁、
参照。
6 福沢の「内安外競」論について、田口は、「福沢先生著時事小言ヲ読ム」（T82、
































日本研究』10（1993）、1994 年 3 月。
12 この問題については、老川慶喜「産業革命期の鉄道問題と『東京経済雑
誌』」、杉原四郎・岡田和喜編『田口卯吉と東京経済雑誌』日本経済評論社、
1995 年、237-274 頁。松野尾裕『田口卯吉と経済学協会』日本経済評論社、
1996 年、186-200 頁。参照。
